
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 23日

上   場   会   社   名       黒崎播磨株式会社 上場取引所東 大 福

コード番号       5352 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役総務人事部長 福岡県

　　　　  氏　　      名 小川　修三 TEL (093) 622 - 7224
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 23日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績

  売　　上　　高    営　業　利　益   経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 57,688 △ 9.5 155 △ 91.6 135 △ 88.9

13年  3月期 63,749 1,856 1,211

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 366 - △ 4.17 △ 4.17 △ 2.1 0.2 0.2

13年  3月期 119 1.36 1.36 0.6 1.8 1.9

(注)①期中平均株式数 14年  3月期    87,911,433 株　　　13年  3月期    87,919,200 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 0.00 0.00 0.00 - - -

13年  3月期 2.00 0.00 2.00 175 147.1 0.9

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
     　総  資  産       　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 56,545 17,359 30.7 197.50

13年  3月期 66,251 18,760 28.3 213.39

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　87,911,433 株　13年  3月期     　87,919,200 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期         　23,693 株　13年  3月期     　390 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 27,000 0 △ 30 0.00 － －

通　　期 55,000 300 140 － 1.50 1.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               1  円  59 銭



（１）貸借対照表
（単位：百万円、未満切捨 ）

期 別 当 期 前 期 増 減

科 目 平成14年３月31日現在 平成13年３月31日現在 （△は減）

（資 産 の 部）

流 動 資 産 （ ２７，１３６） （ ３３，９８７） （ △ ６，８５０）

現 金 及 び 預 金 １，７７３ １，８０８ △ ３５

受 取 手 形 ３，１６０ ３，３８２ △ ２２１

売掛金及び完成工事未収金 １２，６９３ １７，６３７ △ ４，９４４

商 品 ・ 製 品 ４，７０３ ４，８５０ △ １４６

仕 掛 品 １，５２０ ２，１１０ △ ５８９

半 成 工 事 ３３２ ２６３ ６９

未 成 工 事 支 出 金 １６９ ７１０ △ ５４０

原 燃 料 ・ 貯 蔵 品 １，７９１ ２，２３９ △ ４４８

前 払 費 用 １８２ ２２７ △ ４５

繰 延 税 金 資 産 ４３５ ３５７ ７８

そ の 他 の 流 動 資 産 ４３３ ４３１ ２

貸 倒 引 当 金 △ ６０ △ ３１ △ ２８

固 定 資 産 （ ２９，４０９） （ ３２，２６４） （ △ ２，８５５）

有形固定資産 （ ２３，４３５） （ ２４，３７０） （ △ ９３４）

建 物 ・ 構 築 物 １１，９３１ １２，４１６ △ ４８４

窯炉・機械及び装置 ６，０３０ ６，２８８ △ ２５８

車 輌 及 び 運 搬 具 ８９ １０２ △ １３

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 ３０３ ３２１ △ １７

土 地 ４，８５３ ４，９２８ △ ７４

建 設 仮 勘 定 ２２６ ３１２ △ ８６

無形固定資産 （ ２２６） （ ２３８） （ △ １２）

投資等 （ ５，７４７） （ ７，６５５） （ △ １，９０８）

子 会 社 株 式 １，１２９ １，１２４ ５

投 資 有 価 証 券 ２，６２３ ４，１５６ △ １，５３３

出 資 金 ９０９ ６７５ ２３３

長 期 貸 付 金 １３３ １，０４０ △ ９０６

繰 延 税 金 資 産 ４２２ － ４２２

そ の 他 の 投 資 等 １，０２７ ９９５ ３２

貸 倒 引 当 金 △ ４９９ △ ３３７ △ １６１

資 産 合 計 ５６，５４５ ６６，２５１ △ ９，７０５

【単独】
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（単位：百万円、未満切捨）

期 別 当 期 前 期 増 減

科 目 平成14年３月31日現在 平成13年３月31日現在 （△は減）

（負 債 の 部）

流 動 負 債 （ ２６，１１９） （ ３２，４６１） （ △ ６，３４１）

支 払 手 形 １，３４２ ８，８４２ △ ７，５００

買掛金及び工事未払金 ７，０７１ ４，６８２ ２，３８９

短 期 借 入 金 １１，７５４ １４，０２２ △ ２，２６８

未 払 金 ５３３ ３７４ １５９

未 払 法 人 税 等 － ４２３ △ ４２３

未 払 事 業 所 税 １１６ １１５ ０

未 払 消 費 税 等 １０４ ９５ ８

未 払 費 用 ４，０５９ ２，４０２ １，６５７

賞 与 引 当 金 ９４５ １，０８６ △ １４０

設 備 支 払 手 形 ６６ ２２４ △ １５８

そ の 他 の 流 動 負 債 １２４ １９１ △ ６６

固 定 負 債 （ １３，０６６） （ １５，０２８） （ △ １，９６２）

長 期 借 入 金 ３，５７９ ５，５３３ △ １，９５４

役 員 退 職 金 引 当 金 １８２ １９５ △ １２

退 職 給 付 引 当 金 ９８３ ５４３ ４３９

特 別 修 繕 引 当 金 ５０ ２５ ２５

預 り 敷 金 ・ 保 証 金 ８，２３４ ８，２３４ －

そ の 他 の 固 定 負 債 ３７ ６９ △ ３２

繰 延 税 金 負 債 － ４２７ △ ４２７

負 債 合 計 ３９，１８６ ４７，４９０ △ ８，３０４

（資 本 の 部）

資 本 金 ５，５３７ ５，５３７ －

法 定 準 備 金 （ ４，７７１） （ ４，７５３） （ １７）

資 本 準 備 金 ３，５２１ ３，５２１ －

利 益 準 備 金 １，２５０ １，２３２ １７

剰 余 金 （ ６，７９７） （ ７，３５７） （ △ ５６０）

任 意 積 立 金 ４，５１７ ４，５１７ －

圧 縮 記 帳 積 立 金 １，１４８ １，０８５ ６３

当 期 未 処 分 利 益 １，１３２ １，７５５ △ ６２３

（うち当期純損益） （ △ ３６６） （ １１９） （ △ ４８５）

評 価 差 額 金 （ ２５４） （ １，１１１） （ △ ８５６）

その他の有価証券評価差額金 ２５４ １，１１１ △ ８５６

自 己 株 式 △ ２ － △ ２

資 本 合 計 １７，３５９ １８，７６０ △ １，４０１

負債及び資本合計 ５６，５４５ ６６，２５１ △ ９，７０５

【単独】
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（２）損益計算書

（単位：百万円、未満切捨）

期 別 当 期 前 期

自 平成13年４月１日 自 平成12年４月１日 増 減

科 目 至 平成14年３月31日 至 平成13年３月31日 （△は減）

営 売 上 高 ５７，６８８ ６３，７４９ △ ６，０６０

業

経 損 売 上 原 価 ４９，５０１ ５３，８７１ △ ４，３７０

益

常 の 販売費及び一般管理費 ８，０３１ ８，０２１ １０

部

損 営 業 利 益 １５５ １，８５６ △ １，７００

営 営業外収益 ５１２ ５９８ △ ８５

益 業 受取利息及び配当金 ２２２ ２５７ △ ３５

外 そ の 他 の 収 益 ２９０ ３４０ △ ４９

の 損

益 営業外費用 ５３３ １，２４２ △ ７０８

部 の 支 払 利 息 ２６７ ３７９ △ １１２

部 退 職 給 付 費 用 － ５７５ △ ５７５

そ の 他 の 費 用 ２６６ ２８８ △ ２２

経 常 利 益 １３５ １，２１１ △ １，０７６

特 別 利 益 ２５７ ２，６６５ △ ２，４０８

投資有価証券売却益 ３ ４２７ △ ４２４

特 土 地 等 売 却 益 ２１０ ３５２ △ １４１

別 特別修繕引当金取崩益 － ２４５ △ ２４５

損 退職給付信託設定益 － １，６２２ △ １，６２２

益 そ の 他 ４３ １７ ２６

の 特 別 損 失 ８０８ ３，５７０ △ ２，７６２

部 固 定 資 産 除 却 損 １５８ ４２６ △ ２６７

退職給付引当金繰入額 － ２，２５４ △ ２，２５４

退 職 特 別 加 算 金 ３３０ ５５５ △ ２２５

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２０７ － ２０７

そ の 他 の 特 別 損 失 １１１ ３３４ △ ２２３

税 引 前 当 期 純 損 益 △ ４１５ ３０７ △ ７２２

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２６１ ５７１ △ ３１０

法 人 税 等 調 整 額 △ ３１０ △ ３８３ ７３

当 期 純 損 益 △ ３６６ １１９ △ ４８５

前 期 繰 越 利 益 １，４９８ １，５１４ △ １５

合併により引き継いだ未処分利益 － ０ △ ０

合 併 受 入 分 の 税 効 果 調 整 額 － １２１ △ １２１

当 期 未 処 分 利 益 １，１３２ １，７５５ △ ６２３

【単独】
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貸借対照表及び損益計算書についての注記

Ⅰ．重要な会計方針

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法。但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産
不動産賃貸業に係る建物及び設備は定額法で、それ以外の有形固定資産の減価償却は定率法

（但し、ファーネス事業部の有形固定資産の内、一部のユーザー構内にある装置については定
額法）を採用しています。

耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、窯炉・機械
装置については、一部会社所定の耐用年数（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械装置；

法定耐用年数１２年を１１年）を採用しています。

（２）無形固定資産

鉱業権を除く無形固定資産については定額法によっています。また鉱業権については生産高
比例法によっています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しています。

４．重要な引当金の計上方法

（１）貸倒引当金
一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

（２）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上
しています。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しています。
会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を販売費及び一般管理

費に計上しています。また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額
を発生の翌事業年度より費用処理しています。過去勤務債務については１０年による定額法で

按分した額を発生年度より処理しています。
（会計方針の変更）

会計基準変更時差異については、従来営業外費用で計上していましたが、当期より販売費及
び一般管理費に変更しています。この変更により、前期と同一の方法によった場合に比し、販
売費及び一般管理費は ５７５百万円増加し、営業利益は ５７５百万円減少しています。

（４）役員退職金引当金

役員の退職金支出に充てるため、役員退職金内規に基づき期末要支給の１００％を計上して
います。この引当金は、商法第２８７条の２に規定する引当金にあたります。

（５）特別修繕引当金

高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上、４年間
で均等に計上しています。この引当金は、商法第２８７条の２に規定する引当金にあたります。
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５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が、借主に移転すると認められたもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

６．消費税等の会計処理
税抜方式を採用しています。

追加情報

自己株式
自己株式については、従来、流動資産の「その他」に含めて表示していましたが、当期から改正後

の「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則」基づき、資本の
部の控除項目として記載しています。

Ⅱ．貸借対照表注記

１．子会社に対する短期金銭債権 ３４０百万円

２．子会社に対する長期金銭債権 １９１百万円

３．子会社に対する短期金銭債務 ８８２百万円

４．有形固定資産の減価償却累計額 ５６，４５７百万円

５．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している重要な固定資産として、電子計
算機などがあります。

６．重要な外貨建資産及び負債

外 貨 額 貸借対照表計上額
預 金 ３６２.7 千米ドル ４８ 百万円

売 掛 金 １，３８８.7 千米ドル １８３ 〃
〃 １，５０１.1 千ユーロ １７２ 〃

完成工事未収入金 ６.2 千米ドル ０ 〃

子 会 社 株 式 ４，０９７.0 千ユーロ ５７９ 〃
子 会 社 出 資 金 ５，８９７.7 千米ドル ６４６ 〃

出 資 金 ２５，０００.0 千元 ２５５ 〃
投 資 有 価 証 券 ４４.0 千米ドル ４ 〃

〃 ３０.0 千豪ドル ２ 〃
〃 ４，５２２.8 ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ １１ 〃

〃 ９４.5 千ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ ６ 〃
そ の 他 の 投 資 １，２０９.5 千米ドル １６０ 〃
買 掛 金 ４８６.1 千米ドル ６５ 〃

７．担保に供している資産

有形固定資産 ９，１６７百万円

８．当期末日が金融機関の休日のため期末日満期手形が下記のとおり含まれています。
受取手形 ４０８百万円
支払手形 ２３４ 〃

設備支払手形 １３ 〃

９．保証債務残高
債務保証 ５０７百万円

経営指導念書 ３００百万円

10．一株当たり当期損失 ４円１７銭

11．商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額 ２５４百万円

【単独】
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追加情報

退職給付債務に関する事項（平成１４年３月３１日現在）

イ．退職給付債務 △ ７，８１７百万円

ロ．年金資産 ２，０３９ 〃
（うち、退職給付信託に係る年金資産） （ １，６３７ 〃 ）

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ ５，７７７ 〃

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ４，６００ 〃
ホ．未認識数理計算上の差異 １，３１１ 〃

へ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ １，１１６ 〃
ト．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ ９８３ 〃

退職給付制度ごとの退職給付信託の設定状況及び退職給付引当金との関係は次のとおりです。
（単位：百万円）

退職給付引当金 退職給付信託の 貸借対照表上の

退職給付信託の 年金資産 退職給付引当金
年金資産控除前） （未認識の数理計算 （退職給付信託の

上の差異を除く） 年金資産控除後 ）

退職一時金制度 ２４８ － ２４８

適格年金制度 ２，９８８ △２，２５４ ７３４

合 計 ３，２３７ △２，２５４ ９８３

Ⅲ．損益計算書注記

１．子会社との取引高
売 上 高 １，１３３百万円

仕 入 高 １０，３０３ 〃
営業取引以外の取引高 １，２０６ 〃

【単独】
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利益処分案

（単位：百万円、未満切捨）

当 期 前 期

自 平成13年４月１日 自 平成12年４月１日 増 減

科 目 至 平成14年３月31日 至 平成13年３月31日 （△は減）

当期未処分利益 １，１３２ １，７５５ △ ６２３

任意積立金取崩額 ９０ ６１ ２８

(圧縮記帳積立金取崩額) （ ９０ ） （ ６１） （ ２８）

計 １，２２２ １，８１７ △ ５９４

これを次のとおり処分いたします。

任意積立金 ９２ １２５ △ ３２

(圧縮記帳積立金) （ ９２） （ １２５） （ △ ３２）

利益準備金 － １７ △ １７

利益配当金 － １７５ △ １７５

(普通配当１株につき2.0円)

次期繰越利益 １，１３０ １，４９８ △ ３６８

【単独】
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